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上 場 会 社 名 佐 渡 汽 船 株 式 会 社            上場取引所  ＪＡＳＤＡＱ 

コ ー ド 番 号 ９１７６                       ＵＲＬ http://www.sadokisen.co.jp 

代  表  者 （役職名）代表取締役社長 （氏名）小 川   健 

問合せ先責任者 （役職名）取締役総務部長 （氏名）木 村   毅    ＴＥＬ（０２５）２４５－２３１１ 

半期報告書提出予定日    平成 20 年 9月 17 日 

 

（百万円未満切捨て） 

１．平成 20 年６月中間期の連結業績（平成 20 年 1月 1 日～平成 20 年６月 30 日） 

 （１） 連結経営成績                             （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 

20 年６月中間期   4,148    6.0   △688     －   △781    －   △397    － 

19 年６月中間期   3,912    0.1   △515     －   △645    －   △291    － 

19 年 12 月期   9,303    192    △55    315 
 

 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 円   銭  円   銭 

20 年６月中間期    △28  65     －  － 

19 年６月中間期    △29  16     －  － 

19 年 12 月期     30  37     －  － 

（参考） 持分法投資損益 20 年６月中間期  △1百万円   19 年６月中間期  △1百万円  19 年 12 月期  △7百万円 
 
 （２） 連結財政状態 

        総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

        百万円 百万円 ％ 円  銭 

20 年６月中間期     11,382      626       4.1     34  00 

19 年６月中間期     12,500     △222      △4.9    △61  45 

19 年 12 月期     12,920     1,222       6.9     64  18 

（参考） 自己資本 20 年６月中間期  471 百万円   19 年６月中間期  △613 百万円  19 年 12 月期  890 百万円 
 
 （３） 連結キャッシュ・フローの状況 

        営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

        百万円 百万円 百万円 百万円 

20 年６月中間期       190     △335     △1,214      869 

19 年６月中間期      △350      156     △1,181     1,660 

19 年 12 月期       840       6     △1,714     2,229 
 
２．配当の状況 

  １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期 末 年 間 

  円   銭 円   銭 円   銭

19 年 12 月期  －   －   0  00   0  00 

20年12月期（実績）  －   －   

20年12月期（予想）     0  00 
  0  00 

 
３．平成 20 年 12 月期の連結業績予想（平成 20 年 1月 1 日～平成 20 年 12 月 31 日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

    百万円  ％    百万円  ％    百万円  ％    百万円  ％      円  銭 

通  期   10,052   8.0     50   △73.9   △120    －   240  △23.7    17  34 
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４．その他 

 （１） 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）    無 

 

 （２） 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

   ① 会計基準等の改正に伴う変更       無 

   ② ①以外の変更              有 

   （注） 詳細は、34 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要事項の変更」をご覧ください。 

 

 （３） 発行済株式数（普通株式） 

   ① 期末発行済株式数（自己株式を含む）20 年６月中間期 13,930,902 株 19 年６月中間期 10,000,000 株 

                      19 年 12 月期   13,930,902 株 

   ② 期末自己株式数          20 年６月中間期   71,884 株 19 年６月中間期   16,457 株 

                      19 年 12 月期       59,094 株 

   （注） １株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、55 ページ「１株当たり

情報」をご覧ください。 

 

（参考）個別業績の概要 

 

１．平成 20 年６月中間期の個別業績（平成 20 年 1月 1 日～平成 20 年６月 30 日） 

 （１） 個別経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 

20 年６月中間期   3,567   △1.0   △658     －   △753    －   △352    － 

19 年６月中間期   3,605    0.8   △525     －   △648    －   △287    － 

19 年 12 月期   8,649    169    △55    297 

 

 １株当たり中間 
（当期）純利益 

 円  銭 

20 年６月中間期     △25  30 

19 年６月中間期     △28  73 

19 年 12 月期      28  62 

 

 （２） 個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

        百万円 百万円   ％ 円  銭 

20 年６月中間期     10,416      472       4.5      33  95 

19 年６月中間期     11,515     △672      △5.8     △67  27 

19 年 12 月期     11,669      827       7.1      59  38 

（参考） 自己資本 20 年６月中間期  472 百万円  19 年６月中間期  △672 百万円  19 年 12 月期  827 百万円 
 
２．平成 20 年 12 月期の個別業績予想（平成 20 年 1月 1 日～平成 20 年 12 月 31 日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

    百万円  ％    百万円  ％    百万円  ％    百万円  ％      円  銭 

通  期  8,967   3.7   1  △99.0  △156    －   234  △21.1       16 84 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

   上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要

因によって異なる結果となる可能性があります。 

   平成 20 年 12 月期の連結業績予想につきまして、連結子会社である佐渡が島運送㈱及び㈱佐渡イエロー急便は平

成 20 年８月１日に佐渡汽船運輸㈱を存続会社とする吸収合併を行い解散しております。これに伴い、下半期から佐

渡が島運送㈱及び㈱佐渡イエロー急便を連結範囲から除外し、通期の見通し数値を算出しております。また、合併

存続会社となる佐渡汽船運輸㈱は下半期から連結子会社として連結範囲に組み入れられますが、業績に与える影響

額等については現在試算中であるため、予想数値には反映させておりません。 
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５．個別中間財務諸表 

（１）中間貸借対照表 
 

  前中間会計期間末 

(平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 19 年 12 月 31 日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金   1,463,992 1,250,810  1,982,326

 ２ 海運業未収金   331,310 314,909  323,656

 ３ その他事業未収金   27,978 29,911  9,307

 ４ 貯蔵品   587,887 601,759  608,759

 ５ 前払費用   15,082 14,715  29,074

 ６ 未収金   10,502 18,144  78,337

 ７ その他流動資産   212,014 22,450  38,404

   貸倒引当金   △376 △356  △198

  流動資産合計   2,648,392 23.0 2,252,346 21.6  3,069,667 26.3

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産    

  (1) 船舶 ※２  3,936,305 2,974,849  3,528,383

  (2) 建物 ※２  2,769,417 2,697,360  2,676,323

  (3) 土地 ※２  1,285,223 1,191,771  1,191,771

  (4) その他有形 
  固定資産 

※２  455,898 420,057  438,026

   有形固定資産計 ※１  8,446,844 7,284,038 69.9  7,834,504 67.1

 ２ 無形固定資産   22,303 19,478 0.2  20,745 0.2
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  前中間会計期間末 

(平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 19 年 12 月 31 日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券   237,560 731,493  600,379

  (2) 出資金   4,637 4,637  4,637

  (3) 従業員に対する 
    長期貸付金 

  9,442 5,714  7,925

  (4) 破産更生債権等   75,206 88,013  106,652

  (5) 長期前払費用   121,229 93,534  105,567

  (6) その他長期資産   25,328 25,635  25,613

   貸倒引当金   △75,206 △88,013  △106,652

   投資その他の資産計   398,198 861,015 8.3  744,122 6.4

  固定資産合計   8,867,346 77.0 8,164,533 78.4  8,599,372 73.7

   資産合計   11,515,739 100.0 10,416,880 100.0  11,669,040 100.0
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  前中間会計期間末 

(平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 19 年 12 月 31 日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 海運業未払金   388,846 423,160  327,229

 ２ その他事業未払金   25,210 27,342  1,050

 ３ 一年以内に返済予定 
   の長期借入金 

※２  2,701,607 1,772,362  2,235,356

 ４ 未払金   20,679 16,593  7,600

 ５ 未払法人税等   4,998 9,894  13,983

 ６ 未払消費税等 ※３  10,400 21,115  29,233

 ７ 未払費用   209,912 217,310  99,843

 ８ 賞与引当金   ― 13,288  14,195

 ９ 債務保証損失引当金   380,011 308,670  348,469

 10 関係会社 
   整理損失引当金 

  200,455 ―  ―

 11 その他流動負債   87,141 76,027  93,182

   流動負債合計   4,029,264 35.0 2,885,764 27.7  3,170,143 27.2

Ⅱ 固定負債    

 １ 長期借入金 ※２  6,517,194 5,193,789  5,869,681

 ２ 退職給付引当金   1,522,637 1,782,405  1,701,136

 ３ 特別修繕引当金   114,918 80,102  100,350

 ４ 繰延税金負債   4,334 ―  502

 ５ その他固定負債   ― 1,860  ―

   固定負債合計   8,159,084 70.8 7,058,157 67.8  7,671,669 65.7

   負債合計   12,188,348 105.8 9,943,922 95.5  10,841,813 92.9
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  前中間会計期間末 

(平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成 19 年 12 月 31 日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金   500,000 801,103  801,103

 ２ 資本剰余金    

    資本準備金   20,358 638,959  638,959

   資本剰余金合計   20,358 638,959  638,959

 ３ 利益剰余金    

  (1) 利益準備金   125,000 125,000  125,000

  (2) その他利益剰余金    

    繰越利益剰余金  △1,337,306 △1,337,306 △1,104,980 △1,104,980 △752,543 △752,543

   利益剰余金合計   △1,212,306 △979,980  △627,543

 ４ 自己株式   △463 △561  △480

   株主資本合計   △692,411 △6.0 459,520 4.4  812,039 7.0

Ⅱ 評価・換算差額等    

   その他有価証券 
   評価差額金 

  19,801 13,436  15,187

   評価・換算差額等 
   合計 

  19,801 0.2 13,436 0.1  15,187 0.1

   純資産合計   △672,609 △5.8 472,957 4.5  827,226 7.1

   負債純資産合計   11,515,739 100.0 10,416,880 100.0  11,669,040 100.0
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（２）中間損益計算書 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 
至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 
至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成 19 年１月１日 
至 平成 19 年 12 月 31 日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 海運業収益 ※１  3,458,484 95.9 3,435,383 96.3  8,184,840 94.6

Ⅱ 海運業費用 ※２  3,725,399 103.3 3,866,763 108.4  7,585,230 87.7

   海運業利益   ― ― ― ―  599,609 6.9

   海運業損失   266,914 △7.4 431,379 △12.1  ― ―

Ⅲ その他事業収益   146,769 4.1 132,181 3.7  464,225 5.4

Ⅳ その他事業費用 ※２  120,445 3.3 86,079 2.4  363,369 4.2

   その他事業利益   26,324 0.7 46,102 1.3  100,856 1.2

   営業総利益   ― ― ― ―  700,466 8.1

   営業総損失   240,590 △6.7 385,276 △10.8  ― ―

Ⅴ 一般管理費 ※２  285,071 7.9 273,521 7.7  531,000 6.1

   営業利益   ― ― ― ―  169,466 2.0

   営業損失   525,662 △14.6 658,798 △18.5  ― ―

Ⅵ 営業外収益 ※３  56,903 1.6 64,294 1.8  123,091 1.4

Ⅶ 営業外費用 
※２
※４

 179,471 5.0 159,026 4.5  348,083 4.0

   経常損失   648,230 △18.0 753,530 △21.1  55,526 △0.6

Ⅷ 特別利益 ※５  554,333 15.4 456,573 12.8  681,071 7.9

Ⅸ 特別損失 ※６  192,098 5.3 50,776 1.4  318,636 3.7

   税引前当期純利益   ― ― ― ―  306,908 3.5

   税引前中間純損失   285,995 △7.9 347,733 △9.7  ― ―

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 1,271 1,271 0.0 4,704 4,704 0.1 9,412 9,412 0.1

   当期純利益   ― ― ― ―  297,496 3.4

   中間純損失   287,266 △8.0 352,437 △ 9.9  ― ―
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（３）中間株主資本等変動計算書 
前中間会計期間(自 平成 19 年１月１日 至 平成 19 年６月 30 日) 

 
株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成 18 年 12 月 31 日残高(千円) 500,000 20,358 20,358

中間会計期間中の変動額 

 自己株式の取得 

 中間純損失 

 その他利益剰余金 

 内訳科目間の振替 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― ―

平成 19 年６月 30 日残高(千円) 500,000 20,358 20,358

 
株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

利益準備金 
別途積立金 繰越利益剰余金

利益剰余金合計
自己株式 株主資本合計

平成 18 年 12 月 31 日残高(千円) 125,000 560,000 △1,610,040 △925,040 △430 △405,111

中間会計期間中の変動額   

 自己株式の取得  △32 △32

 中間純損失  △287,266 △287,266  △287,266

 その他利益剰余金 

 内訳科目間の振替 
 △560,000 560,000 ―  ―

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
  

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
― △560,000 272,733 △287,266 △32 △287,299

平成 19 年６月 30 日残高(千円) 125,000 ― △1,337,306 △1,212,306 △463 △692,411

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年 12 月 31 日残高(千円) 35,005 35,005 △370,106

中間会計期間中の変動額 

 自己株式の取得 △32

 中間純損失 △287,266

 その他利益剰余金 

 内訳科目間の振替 
―

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△15,203 △15,203 △15,203

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△15,203 △15,203 △302,503

平成 19 年６月 30 日残高(千円) 19,801 19,801 △672,609
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当中間会計期間(自 平成 20 年１月１日 至 平成 20 年６月 30 日) 

 
株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成 19 年 12 月 31 日残高(千円) 801,103 638,959 638,959

中間会計期間中の変動額 

 自己株式の取得 

 中間純損失 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― ―

平成 20 年６月 30 日残高(千円) 801,103 638,959 638,959

 
株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金
 

利益準備金 
繰越利益剰余金

利益剰余金合計
自己株式 株主資本合計 

平成 19 年 12 月 31 日残高(千円) 125,000 △752,543 △627,543 △480 812,039

中間会計期間中の変動額  

 自己株式の取得 △80 △80

 中間純損失 △352,437 △352,437  △352,437

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
― △352,437 △352,437 △80 △352,518

平成 20 年６月 30 日残高(千円) 125,000 △1,104,980 △979,980 △561 459,520

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 19 年 12 月 31 日残高(千円) 15,187 15,187 827,226

中間会計期間中の変動額 

 自己株式の取得 △80

 中間純損失 △352,437

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△1,750 △1,750 △1,750

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△1,750 △1,750 △354,269

平成 20 年６月 30 日残高(千円) 13,436 13,436 472,957
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前事業年度(自 平成 19 年１月１日 至 平成 19 年 12 月 31 日) 

 
株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成 18 年 12 月 31 日残高(千円) 500,000 20,358 20,358

事業年度中の変動額 

 新株の発行 301,103 301,103 301,103

 株式交換による増加 317,498 317,498

 自己株式の取得 

 当期純利益 

 その他利益剰余金 
 内訳科目間の振替 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額） 

事業年度中の変動額合計(千円) 301,103 618,601 618,601

平成 19 年 12 月 31 日残高(千円) 801,103 638,959 638,959

 
株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

利益準備金 
別途積立金 繰越利益剰余金

利益剰余金合計
自己株式 株主資本合計

平成 18 年 12 月 31 日残高(千円) 125,000 560,000 △1,610,040 △925,040 △430 △405,111

事業年度中の変動額   

 新株の発行   602,206

 株式交換による増加   317,498

 自己株式の取得  △50 △50

 当期純利益  297,496 297,496  297,496

 その他利益剰余金 
 内訳科目間の振替 

 △560,000 560,000 ―  ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額） 

  

事業年度中の変動額合計(千円) ― △560,000 857,496 297,496 △50 1,217,150

平成 19 年 12 月 31 日残高(千円) 125,000 ― △752,543 △627,543 △480 812,039

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成 18 年 12 月 31 日残高(千円) 35,005 35,005 △370,106

事業年度中の変動額 

 新株の発行 602,206

 株式交換による増加 317,498

 自己株式の取得 △50

 当期純利益 297,496

 その他利益剰余金 
 内訳科目間の振替 

―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額） 

△19,818 △19,818 △19,818

事業年度中の変動額合計(千円) △19,818 △19,818 1,197,332

平成 19 年 12 月 31 日残高(千円) 15,187 15,187 827,226
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
 

前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

 当社は当中間会計期間において

287,266 千円の中間純損失を計上

し、672,609 千円の債務超過となっ

ております。 

 このような状況に至った経緯とい

たしましては長年にわたる需要の減

少による海運業の不振に加え、前事

業年度に固定資産の減損に係る会計

基 準 を 適 用 し た こ と に よ り

1,184,565 千円の減損損失を計上し

たこと、及び当社の債務保証先の会

社の財政状態が悪化したことにより

債務保証損失引当金を 411,553 千円

（当中間会計期間末における引当金

残高 380,011 千円）計上したこと等

が主な要因となっております。 

 これにより、当社には継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

 当社はこの状況を解消すべく、

「経営改善計画（平成 19 年度～平

成 23 年度）」に基づき、実施可能

な施策から順次、実行しておりま

す。 
  

        

     ──────── 

 

        

     ──────── 
     
    

（経営改善計画概要） 

(1) 資本施策 

 自己資本の充実による財務体質の

強化を図るため、平成 19 年６月 29

日開催の当社取締役会において、平

成 19 年 11 月 15 日を払込期日とし

て、株主以外の者に対して特に有利

な発行価額をもって新株式を発行す

る件についての臨時株主総会の特別

決議を条件として第三者割当増資を

行なうことを決議し、平成 19 年９

月 14 日開催の臨時株主総会にて上

記議案が承認されております。 

 発行新株式数は 2,043,200 株、発

行価額の総額は 592,528 千円を見込

み、資金の使途につきましては概ね

閑散期（12 月～３月）における運転

資金等であります。 

 割当先につきましては、新潟県を

含む３自治体、取引金融機関、取引

会社及び個人でありますが、自治体

については議会の承認を前提にして

おります。 
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前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

(2) 増送・増収対策 

 新潟県、佐渡市等と協力して実施

した運賃割引キャンペーン「春割」

につきましては、増送・増収を見込

んだものの、効果は現れませんでし

た。 

 今後は「秋割」の実施等による季

節、曜日に応じた弾力的な運賃割引

を行ない誘客増に努めます。また新

潟県中越沖地震の風評被害を払拭す

べく新潟県、佐渡市、観光協会、旅

行業者等の関係機関と連携を取りな

がら誘客増に努めます。 

 特に「秋割」の販売促進において

は、県外大手旅行会社に対し、新規

企画の設定を依頼し、輸送人員の増

加を目指してまいります。 

 風評被害への対策としましては、

東日本旅客鉄道㈱の「新潟応援スペ

シャル企画」が決定し、電波、新聞

等の媒体経費についても自治体及び

関係機関による支援が決定しており

ます。 

 また、初の試みとして、寺泊～赤

泊航路に就航している高速船「あい

びす」による定期運航以外の貸切船

の運航による増送に取り組んでおり

ます。 

  

        

     ──────── 

 

        

     ──────── 

 

(3) 収支改善対策 

 当中間会計期間において、役員退

職慰労金制度の廃止及び従業員退職

金規程の一部改定を行ない、役員退

職給与引当金取崩益 84,663 千円、

退職給付引当金取崩益 390,965 千円

を特別利益に計上しております。 

 また、船舶の諸経費の改善につき

ましては、カーフェリーのドック期

間中（平成 18 年 12 月～平成 19 年

３月）に減トン工事を行ったことに

より、船舶入港料、岸壁使用料が減

少しております。更に船舶保険契約

の見直しにより船舶保険料が減少し

ております。 

加えて燃料油価格の高騰に伴う対策

として「燃料油価変動調整金制度」

の継続実施が決定しており、費用増

への対応も行っております。 
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前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

(4) 不採算航路の経営改善 

 観光客の減少傾向が続き不採算と

なっている小木～直江津航路につき

ましては、同航路が公共性の高い航

路であることから、平成 17 年 11 月

から新潟県、北陸信越運輸局、上越

市、佐渡市及び当社との間で今後の

あり方について検討を行なってまい

りました。 

 現在、平成 18 年７月に出された

最終報告に基づいた同航路の経営改

善策を策定し、目標達成に向けた取

り組みを行なっております。 

 主な内容は以下のとおりでありま

す。 

① 小木～直江津航路 

  (イ) 上記の関係自治体が一体と

なり、佐渡島観光復興策を実施

し、平成 20 年度の同航路の利

用者数が平成 17 年度に比べ

15％増となるよう、平成 18 年

度から誘客増の取り組みを実施

しておりますが、平成 19 年６

月 30 日現在で平成 17 年度比

0.5％、460 人のプラスとなって

おり、平成 20 年度における

15％増の目標達成が厳しい状況

であります。 

  (ロ)小木～直江津航路収支の改善

策としては、本年４月１日から

直江津航路の運賃を従前の新潟

航路との同一運賃から、航路の

距離に見合った運賃体系に改正

し適正な運賃収入の確保に努め

ております。 

  (ハ)関係自治体（新潟県、上越

市、佐渡市）による経営支援が

予定されており、議会の議決が

条件となっておりますが、平成

19 年度、平成 20 年度にカーフ

ェリー２隻体制の運航を前提に

各 200,000 千円の助成が見込ま

れております。 

    しかしながら当社といたしま

しては、小木直江津航路のあり

方検討会議の考え方を尊重しな

がらも、地元である上越市から

航路の必要性について、否定的

な考えが示されていることか

ら、同航路の１隻体制への早期

移行をお願いしたいと考えてお

り、今後、関係自治体及び航路

関係者のご理解を得るべく努力

してまいります。 

        

     ──────── 

 

        

     ──────── 
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前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

 ② 寺泊～赤泊航路 

   同航路につきましては、経常

的に赤字が続いていることから

関係自治体と協議しながら平成

20 年以降の航路運営について見

直しを続けてまいります。 

  

(5) 資産売却 

 平成 19 年６月に遊休地となって

おりました上越市の土地を売却いた

しました。 

 また、投資有価証券の売却を行な

い、売却益 44,800 千円を特別利益

に計上いたしました。これらの売却

代金を内部留保できたことが資金確

保に寄与しております。 

 今後とも遊休資産の売却及び投資

有価証券の売却を進めてまいりま

す。 

  

 上記施策の実施に加え、当社の海

運業収益が事業の性質上、上半期に

比し下半期が著しく増加する傾向に

あり、下半期には収益の改善が見込

まれることから、平成 19 年度末に

おける債務超過は解消される見込み

であります。 

 また、上記施策による収入の内部

留保などにより平成 19 年度の資金

繰りに支障はないものと考えており

ます。 

  

 なお、平成 19 年下期からグルー

プ会社の業務を機能別にグルーピン

グしながらの統合、整理、清算等を

順次、実施していく予定でありま

す。 

  

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。 

  

        

     ──────── 

 

        

     ──────── 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 
至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 
(自 平成 20 年１月１日 
至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 
(自 平成 19 年１月１日 
至 平成 19 年 12 月 31 日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1) たな卸資産 

先入先出法による原価法 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

 (2) 有価証券 

 ・子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

 ・子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(2) 有価証券 

 ・子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ・その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定。) 

 ・その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

 ・その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法によっておりま

す。(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定しております。) 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

時価のないもの 

 同左 

時価のないもの 

 同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 但し、一部の船舶及び平成

10 年４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

船舶       ３～15

年 

建物及び構築物  ３～50

年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 
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項目 

前中間会計期間 
(自 平成 19 年１月１日 
至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 
(自 平成 20 年１月１日 
至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 
(自 平成 19 年１月１日 
至 平成 19 年 12 月 31 日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(2)    ──────── 

 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき、当中間会計期間に

見合う分を計上しております。

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき、当事業年度に見合

う分を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

 同左 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末に発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度より費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、発生した事

業年度において費用処理してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異

(1,502,698 千円)については、

15 年による按分額を費用処理

しております。 

   数理計算上の差異は、発生年

度の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度より費

用処理しております。 

 過去勤務債務は、発生した事

業年度において費用処理してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異

(1,502,698 千円)については、

15 年による按分額を費用処理

しております。 

 (4) 特別修繕引当金 

 船舶安全法第５条第１項に基

づく定期検査工事費用に充てる

ため、将来の修繕見積額に基づ

き計上しております。 

(4) 特別修繕引当金 

 同左 

(4) 特別修繕引当金 

 同左 

 (5) 債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備える

ため、被保証先の財政状態等を

勘案し、損失負担見込額を計上

しております。 

  

(5) 債務保証損失引当金 

 同左 

(5) 債務保証損失引当金 

 同左 
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項目 

前中間会計期間 
(自 平成 19 年１月１日 
至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 
(自 平成 20 年１月１日 
至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 
(自 平成 19 年１月１日 
至 平成 19 年 12 月 31 日) 

 (6) 関係会社整理損失引当金 

 関係会社の整理に伴う損失に

備えるため、対象会社の財政状

態等を勘案し損失負担見込額を

計上しております。 

  

(6)  ────────  

  

  

(6)    ──────── 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

  

 同左  同左 

５ その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 海運業収益及び海運業費用

の計上基準 

 イ 海運業収益 

 貨物運賃、自動車航送運

賃、船客運賃とも、それぞれ

積荷基準、乗船基準に基づい

て当中間会計期間の収益に計

上し、その他収益も発生の都

度期間に応じて計上しており

ます。 

(1) 海運業収益及び海運業費用

の計上基準 

 イ 海運業収益 

 同左 

(1) 海運業収益及び海運業費用

の計上基準 

 イ 海運業収益 

 貨物運賃、自動車航送運

賃、船客運賃とも、それぞれ

積荷基準、乗船基準に基づい

て当期の収益に計上し、その

他収益も発生の都度期間に応

じて計上しております。 

  ロ 海運業費用 

 すべての費用は発生の都度

経過期間に応じて計上してお

ります。 

 ロ 海運業費用 

 同左 

 ロ 海運業費用 

 同左 

 (2) 消費税等の会計処理の方法 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(2) 消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

  

(2) 消費税等の会計処理の方法 

 同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

 
        ──────── 
  

 
  

 従来、賃貸資産に係る収益(不動産賃貸業

収益)は、その他事業収益として処理し、賃

貸資産に係る費用(不動産賃貸業費用)は、

その他事業費用として処理してきました

が、当中間会計期間より営業外収益及び営

業外費用として処理することに変更いたし

ました。 

この変更は、定款の一部変更により不動

産賃貸業が事業目的から削除されたこと、

及び金額の重要性が希薄であることを勘案

してのものであります。 

この結果、従来の方法によった場合と比

べ営業損失は 13,273 千円減少しております

が、経常損失及び税引前中間純損失に与え

る影響はありません。 

 

 
        ──────── 
  
 
  
 

 

 
        ──────── 
  
 
  

 
        ──────── 
  
 
  
  

（企業結合に係る会計基準等） 

  当事業年度から「企業結合に係る会計

基準」（企業会計審議会 平成 15 年 10

月 31 日）及び「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年

12 月 27 日 企業会計基準第７号）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正平成 19 年 11 月 15 日

改正企業会計基準適用指針第 10 号）を適

用しております。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

佐渡汽船㈱ (9176) 平成 20 年 12 月期中間決算短信 

73 

追加情報 
 

前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

（退職給付引当金） 

  当中間会計期間において経営改善計画

の一環として従業員退職金規程の一部改

定を行ない（平成 19 年６月 30 日）、退

職金の算定本給を退職時の本給の 80％と

いたしました。 

  この結果、負の過去勤務債務が

654,591 千円発生し、未認識数理計算上

の差異が 74,297 千円、会計基準変更時差

異の未処理額が 189,328 千円それぞれ減

少したことから、退職給付引当金の取崩

しを行ない、取崩益 390,965 千円を特別

利益に計上しております。 

  なお、規程の変更を行なわなかった場

合 と 比 較 し て 税 引 前 中 間 純 損 失 は

390,965 千円減少しております。 

 
        ──────── 
 

（退職給付引当金） 

  当事業年度において経営改善計画の一

環として従業員退職金規程の一部改定を

行ない（平成 19 年６月 30 日）、退職金

の算定本給を退職時の本給の 80％といた

しました。 

  この結果、負の過去勤務債務が

654,591 千円発生し、未認識数理計算上

の差異が 74,297 千円、会計基準変更時差

異の未処理額が 189,328 千円それぞれ減

少したことから、退職給付引当金の取崩

しを行ない、取崩益 390,965 千円を特別

利益に計上しております。 

  なお、規程の変更を行なわなかった場

合と比較して税引前当期純利益及び当期

純利益は 390,965 千円増加しておりま

す。 

（役員退職給与引当金） 

  当中間会計期間において経営改善計画

の一環として役員退職慰労金制度を廃止

（平成 19 年２月 27 日）いたしました。

この結果、役員退職給与引当金の取崩し

を行なっており、取崩益 84,663 千円は特

別利益に計上しております。 

  なお、制度を廃止しなかった場合と比

較して当中間会計期間の税引前中間純損

失は 84,663 千円減少しております。 

 
        ──────── 
 

（役員退職給与引当金） 

  当事業年度において経営改善計画の一

環として役員退職慰労金制度を廃止（平

成 19 年２月 27 日）いたしました。    

 この結果、役員退職給与引当金の取崩

しを行なっており、取崩益 84,663 千円は

特別利益に計上しております。 

  なお、制度を廃止しなかった場合と比

較して税引前当期純利益及び当期純利益

は 84,663 千円増加しております。 
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 注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

 
前中間会計期間末 

(平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度末 

(平成 19 年 12 月 31 日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

33,651,084 千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

29,995,384 千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

33,818,680 千円

※２ 担保又は財団抵当に供してい

る資産 

  (担保に供している資産) 

 

船舶 3,924,143千円

建物 838,560

土地 1,161,272

計 5,923,976

  

※２ 担保又は財団抵当に供してい

る資産 

  (担保に供している資産) 

 

船舶 2,964,194千円

建物 795,696

土地 1,161,272

計 4,921,162

  

※２ 担保又は財団抵当に供してい

る資産 

  (担保に供している資産) 

 

船舶 3,517,047千円

建物 858,284

土地 1,161,272

計 5,536,604

  

  上記の資産を担保に供した債務 

   長期借入金(1 年以内に返済

するものを含む) 

 4,067,446千円

計 4,067,446 

  上記の資産を担保に供した債務

   長期借入金(1 年以内に返済

するものを含む) 

 3,866,805千円

計 3,866,805 

  上記の資産を担保に供した債務

   長期借入金(1 年以内に返済

するものを含む) 

 3,968,884千円

計 3,968,884 
  

  (観光施設財団抵当に供してい

る資産) 

 

建物 16,408千円

構築物 15,364

器具及び備品 1,110

計 32,883

  

  

  (観光施設財団抵当に供してい

る資産) 

 

建物 7,613千円

構築物 7,129

器具及び備品 1,110

計 15,853

  

  

  (観光施設財団抵当に供してい

る資産) 

 

建物 10,401千円

構築物 9,739

器具及び備品 1,110

計 21,250

  

  上記の資産を観光施設財団抵当

に供した債務 

   長期借入金(1 年以内に返済

するものを含む) 

 49,316千円

計 49,316

  

  上記の資産を観光施設財団抵当

に供した債務 

   長期借入金(1 年以内に返済

するものを含む) 

 2,684千円

計 2,684

  

  上記の資産を観光施設財団抵当

に供した債務 

   長期借入金(1 年以内に返済

するものを含む) 

 27,302千円

計 27,302

  
※３ 消費税等の取扱い 
  

    仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 
  

    同左 

※３  ────────  
  

 

※ 偶発債務 

   下記のとおり、他の会社の金

融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。 

  

※ 偶発債務 

   下記のとおり、他の会社の金

融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。 

  

※ 偶発債務 

   下記のとおり銀行借入金に対

する保証を行っておりま

す。 

  

   保証債務 

  

㈱はじき野 

フィールドパーク 
7,638千円

計 7,638

  

   保証債務 

  

㈱はじき野 

フィールドパーク
4,900千円

両津南埠頭ビル㈱ 46,050

計 50,950

  

   保証債務 

  

㈱はじき野 

フィールドパーク 
5,418千円

計 5,418
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

※１ 当社の海運業収益は、事業の

性質上、上半期に比し下半期が

著しく増加する傾向にあり、季

節的変動が著しくなっておりま

す。 
  

※１ 同左 ※１   

    ────────  

 

※２ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 549,547千円

無形固定資産 1,269

計 550,816

   

※２ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 527,360千円

無形固定資産 1,266

計 528,626

   

※２ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 1,102,586千円

無形固定資産 2,535

計 1,105,122

  

※３ 営業外収益のうち主要項目 

  

受取利息 1,293千円

受取配当金 3,826

貸地貸室料 32,697

広告料収入 7,029

  

※３ 営業外収益のうち主要項目 

  

受取利息 1,085千円

受取配当金 3,181

貸地貸室料 41,676

広告料収入 2,622

  

※３ 営業外収益のうち主要項目 

  

受取利息 2,001千円

受取配当金 4,689

貸地貸室料 67,728

広告料収入 13,633

  

※４ 営業外費用のうち主要項目 

  

支払利息 162,178千円

長期前払費用 
償却 

9,777

遊休資産 
減価償却費 

1,686

遊休資産 
維持管理費 

950

貸倒引当金 
繰入額 

4,877

  

※４ 営業外費用のうち主要項目 

  

支払利息 125,090千円

長期前払費用 
償却 

9,086

賃貸資産 
減価償却費 

10,396

賃貸資産 

維持管理費 
11,253

遊休資産 
減価償却費 

1,833

遊休資産 

維持管理費 
1,055

 

※４ 営業外費用のうち主要項目 

  

支払利息 310,547千円

長期前払費用 
償却 

19,606

遊休資産 
減価償却費 

3,372

遊休資産 
維持管理費 

1,975

株式交付費 12,579
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前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

※５ 特別利益のうち主要項目 

  

退職給付引当金 

取崩益  

 

390,965 千円

役員退職給与 

引当金取崩益 

 
84,663 

債務保証損失 

引当金取崩益 

 
31,542 

固定資産売却益  

 車両及び運搬具 2,332 

 土地 30 

 

投資有価証券 

売却益 

 

 

44,800 

   

※５ 特別利益のうち主要項目 

  

債務保証損失 

引当金取崩益 

  

39,799千円

特別修繕 

引当金取崩益 

 
37,002

貸倒引当金 

取崩益 

 
2,863

固定資産売却益 

 船舶 373,695

 

償却債権取立益 

 

3,212

  

  

※５ 特別利益のうち主要項目 

  

退職給付引当金 

取崩益 

  

390,965千円

役員退職給与 

引当金取崩益 

 
84,663

債務保証損失 

引当金取崩益 

 
63,084

関係会社整理損 

失引当金取崩益 

 

25,330

固定資産売却益 

 車両及び運搬具 2,332

 土地 2,341

 

投資有価証券 

売却益 

 
44,800

小木直江津航路 

公的支援 

 
67,381
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前中間会計期間 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年６月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 20 年１月１日 

至 平成 20 年６月 30 日) 

前事業年度 

(自 平成 19 年１月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日) 

※６ 特別損失のうち主要項目 

  

過年度従業員給与 90,397千円 

   

※６ 特別損失のうち主要項目 

  

 

固定資産売却損 

 車両及び運搬具 321千円 

※６ 特別損失のうち主要項目 

  

 
過年度従業員給与 
 

90,397千円

 
 

固定資産売却損 

 車両及び運搬具 1,670

 

  

固定資産除却損 

 船舶 2,137

 構築物 82

 車両及び運搬具 70

 器具及び備品 838

 その他除却損 47 

固定資産売却損 

 建物 9,698

 車両及び運搬具 1,746

 土地 68,584 

 

固定資産除却損 

 建物 105

 車両及び運搬具 16

 その他除却損 1,136

   「その他除却損」の 1,136 千

円は、撤去費用他であります。 

 

   「その他除却損」の 47 千円

は、撤去費用他であります。 

 

固定資産除却損 

 建物 105

 車両及び運搬具 16

 器具及び備品 26

 その他除却損 1,396

   「その他除却損」の 1,396 千

円は既存設備の撤去費用他で

あります。 

  

投資有価証券 
売却損 47

投資有価証券 
評価損 136

関係会社株式 
評価損 1,120

割増退職金 38,258

貸倒引当金 
繰入額 15,062

経営指導料 41,822

 
 

投資有価証券 

評価損 
7,462

割増退職金 19,311

 

貸倒引当金 
繰入額 20,000

海難事故修理代 3,254

  

投資有価証券 
評価損 136

関係会社株式 
評価損 1,120

割増退職金 44,878

貸倒引当金 
繰入額 51,385

経営指導料 41,822
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(中間株主資本等変動計算書関係) 
前中間会計期間（自 平成 19 年１月１日 至 平成 19 年６月 30 日） 

 自己株式に関する事項 
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 680 103 ― 783 

 （変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加   103 株 

 

当中間会計期間（自 平成 20 年１月１日 至 平成 20 年６月 30 日） 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 849 337 ― 1,186 

 （変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加    337 株 

 

前事業年度（自 平成 19 年１月１日 至 平成 19 年 12 月 31 日） 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 680 169 ― 849 

 （変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加    169 株 
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(リース取引関係) 

    リース取引に関する注記事項につきましては、中間決算短信における開示の必要性が大きくな

いと考えられるため開示を省略いたします。 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成 19 年６月 30 日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

当中間会計期間末(平成 20 年６月 30 日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

前事業年度末(平成 19 年 12 月 31 日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

 

（企業結合等関係） 

前中間会計期間（自 平成 19 年１月１日 至 平成 19 年６月 30 日） 

該当事項はありません。 

 

当中間会計期間（自 平成 20 年１月１日 至 平成 20 年６月 30 日） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成 19 年１月１日 至 平成 19 年 12 月 31 日） 

(1) 中間連結財務諸表 注記事項(企業連結等関係)に記載のとおりであります。 
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(１株当たり情報) 

前中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

１株当たり純資産額 △67.27円 １株当たり純資産額 33.95円 １株当たり純資産額 59.38円

１株当たり中間純損失金額 28.73円 １株当たり中間純損失金額 25.30円 １株当たり当期純利益金額 28.62円

   

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金

額については、１株当たり中間純損失であ

り、また潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金

額については、１株当たり中間純損失であ

り、また潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

   

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 前中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日)

前事業年度 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の合

計額 
△672,609千円 472,957千円 827,226 

普通株式に係る純資産額 △672,609千円 472,957千円 827,226 

中間貸借対照表の純資産の部の合

計額と１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式に係る中間

連結会計期間末の純資産額との差

額の主な内訳 

 

該当事項はありません。

 

 

 

 

 

該当事項はありません。

 

 

 

 

 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

普通株式の発行済株式数 10,000,000株 13,930,902株 13,930,902株 

普通株式の自己株式数 783株 1,186株 849株 

１株当たり純資産の算定に用いら

れた普通株式の数 
9,999,217株 13,929,716株 13,930,053株 

 

２ １株当たり中間純損失金額又は１当たり当期純利益金額 

 

 前中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日)

前事業年度 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日)

中間損益計算書上の中間純損失

（△）又は当期純利益 
△287,266千円 △352,437千円 297,496千円 

普通株主に帰属しない金額 該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

普通株式に係る中間純損失（△）

又は当期純利益 
△287,266千円 △352,437千円 297,496千円 

普通株式の期中平均株式数 9,999,283株 13,929,878株 10,393,431株 
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(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年12月31日) 

 平成19年６月29日開催の当社取締
役会において、株主以外の者に対し
て特に有利な発行価額をもって新株
式を発行する件についての臨時株主
総会の特別決議を条件として、第三
者割当増資を行なうことを決議いた
しました。 
 平成19年９月14日開催の臨時株主
総会にて上記議案が承認されてお
り、平成19年11月15日に新株式を発
行する予定であります。 
  
(1) 発行新株式数 
   普通株式 2,043,200株 
(2) 発行価額  290円 
(3) 発行価額の総額 
   592,528,000円 
(4) 資本組入額  145円 
(5) 資本組入額の総額 
   296,264,000円 
(6) 申込期間 
   平成19年10月17日～平成19年

11月７日 
(7) 払込期日 
   平成19年11月15日 
(8) 新株券交付日 
   平成19年11月15日 
(9) 割当先 
  新潟県 
  佐渡市 
  長岡市 
  株式会社神田造船所 
  川重ジェイ・ピイ・エス株式会

社 
  株式会社和田商会 
  株式会社ハヤマ 
  敦井産業株式会社 
  新潟トヨタ自動車株式会社 
  新潟日野自動車株式会社 
  株式会社本間組 
  共栄建設工業株式会社 
  古川長四郎 
  本間朝一 
  村川和儀 
  本間幸太郎 
  矢櫃儀一 
  外内克己 
  東和造船株式会社 
  株式会社ハイメックスキタヤマ 
  日産ディーゼル新潟販売株式会

社 
  株式会社第四銀行 
  株式会社北越銀行 
  株式会社新潟放送 
  株式会社第一印刷所 
  平 辰 
  熊谷 博 
  東京海上日動火災保険株式会社 
  小出英雄 
  坂井 勉 
(10)資金の使途 
  需要減少期の船舶燃料費、人件

費等の運転資金 

 当社の連結子会社である佐渡が島
運送株式会社及び株式会社佐渡イエ
ロー急便は、平成20年８月１日付に
て、佐渡汽船運輸株式会社を存続会
社とし合併いたしました。 
 この合併により、当社が所有する
佐渡汽船運輸株式会社の議決権所有
割合が40％以上となったこと、また
実質支配力基準により当社は平成20
年８月１日の合併効力発生日をもっ
て佐渡汽船運輸株式会社を当社連結
子会社として平成20年12月期第３四
半期から連結範囲に組み入れるもの
であります。 
 合併契約の概要は次のとおりであ
ります。 
(1) 合併の目的 

当社は現在、経営改善計画に
基づき実施可能な施策から順次
実施中であり、その一環として
グループ企業を合併する等、業
種別の集約化に取り組んでお
り、当社グループの貨物輸送事
業部門を集約し、効率的な経営
を図ることを目的としておりま
す。 

(2) 合併の方法 
  佐渡汽船運輸株式会社を存続
会社とする吸収合併方式で、佐
渡が島運送株式会社と株式会社
佐渡イエロー急便は解散しま
す。 

(3) 合併後の状況 
 ① 商 号 
   佐渡汽船運輸株式会社 
 ② 主な事業内容 
   貨物自動車運送事業 

貨物利用運送事業 
軽車両等運送事業 

 ③ 本店所在地 
   新潟県佐渡市吾潟183番地１ 
 ④ 代表者の役職・氏名 
   代表取締役 稲場浩一 
 ⑤ 資本金 79,000千円 
 ⑥ 決算期 12月31日 
 

 

 

        ────────        

 


